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特集 ◦  復興・防災対策のいま

国土交通省都市局都市安全課

成 30年７月豪雨の被災状況と
復旧に向けた取組
平

本年６月28日から７月８日にかけて、前線や台風第７
号の影響により、西日本を中心に広い範囲で記録的な大
雨となり、１府 10 県に大雨の特別警報が発表され、広
範囲かつ長期の降雨により、甚大な被害が発生した。今
回の「平成 30 年７月豪雨」の被害状況と復旧状況につ
いて、概況を報告する。

１．被害の状況
平成 30 年７月豪雨による期間中の総雨量は、四国地
方で 1,800 ミリ、東海地方で 1,200 ミリを超え、７月の
月降水量平年値の２から４倍となったほか、72 時間雨量
などが、中国地方、近畿地方など多くの地点で観測史上
１位となる大雨が観測された。
主な被害としては、岡山県、広島県、愛媛県を中心に、
274 河川で被害が発生し床上・床下浸水合計約３万６千
戸、土砂災害が 1,716 件発生するなど、全国で死者数
221 名、全壊家屋 6,093 棟となり、豪雨災害としては死
者数では平成最大の被害となった。発災後約１か月経た
８月 14 日時点でも、避難者数が岡山県や広島県を中心
に全国で 2,737 名となっている。
なお、国土交通省都市局所管関係では、都市公園につ
いて、233 箇所で法面崩壊等の被害が報告されている。
政府においては、「激甚災害に対処するための特別の財
政援助等に関する法律」に基づき、激甚災害に指定する
政令を７月 23 日閣議決定し、全国を対象とする「本激」
として、公共土木施設災害復旧事業等の特例措置の適用
を決定した。また、被災者の生活支援を迅速かつ強力に
進めるため、関係省庁からなる平成 30 年７月豪雨被災
者生活支援チームを設置し、８月２日に被災地の生活再
建と生業の再建に向けた支援パッケージ（生活・生業再
建支援パッケージ）を取りまとめた。この支援パッケー
ジでは、具体的には、まちなかの土砂等の迅速な撤去、
住居が全壊した世帯等に対する被災者生活再建支援金の

支給、被災した中小企業の事業継続に向けたグループ補
助金による最大４分の３補助や、個別の事業者に対して
も幅広く支援する持続化補助金等の寄り添い型支援の創
設、被災した農林漁業者の営農維持、さらには、観光業
の風評被害に対して、宿泊料金の割引１人１泊当たり最
大6,000 円の支援などの緊急対策が盛り込まれた。これ
らの対策を直ちに実施する観点から、総額 1,058 億円の
予備費が８月３日に閣議決定され、被災地の復旧・復興
に向けて、取組が進められている。
（被害状況については、平成 30 年８月 15 日政府非常
災害対策本部資料等に基づく。）

２�．市街地の復旧・復興に向けた
対応

今回の災害における特徴的な市街地被害の一つとし
て、大量の土砂堆積が挙げられる。花崗岩が劣化したま
さ土が広範囲に分布する中国地方では、土砂が下流に大
量に流れ、河積を阻害した結果、市街地に大量の土砂を
伴う氾濫が発生するなどし、多くの市町村においてがれ
きとともに大量の土砂の堆積が生じた。市街地に堆積し
た土砂等の迅速な撤去を行うため、国土交通省において
は、がれき撤去に活用可能な環境省所管の災害等廃棄物
処理事業とも連携し、「堆積土砂排除事業」による市町村
への支援を実施している。特に、広島県広島市、呉市、
坂町等において、被害が大きかったところであり、市町
村による土砂やがれきの撤去が進められている。
また、市街地の浸水被害、土砂災害等に加え、土砂災
害のおそれのある危険地域に戻ることができない者もい
るなど、地震災害からの復興とは異なった対応が求めら
れていることから、国土交通省においては、予備費にお
いて調査費を計上し、被災地の早期の復旧・復興のため、
国が緊急的に調査・検討を行い、被災地域の復旧・復興
の方針を示す予定としている。
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平成30年７月豪雨 生活・生業再建支援パッケージ

（１）生活の再建

 廃棄物、がれき、土砂の処理

 住宅再建等

 金融支援等

 切れ目のない被災者支援

 観光業の風評被害対策

 地域の雇用対策

・廃棄物、がれき、土砂の処理や被災した廃棄物処理施設の復旧に対し
市町村等への的確な財政支援
・まちなかの廃棄物、がれき、土砂を市町村が一括撤去できる制度構築
・被災者自らが廃棄物、がれき、土砂を撤去した場合の費用を事後請求
できるよう、運用上の取扱いを明確化

・生活福祉資金貸付の貸付対象を被災世帯にも
拡大するとともに、償還期限を最大２年まで延長
・保険料減免等の特別措置を実施した保険者・自治体に対して財政支援

・被災者の方々に対する応急仮設住宅の供与、住宅の応急修理
・応急的な住まいの提供可能戸数を一元的に把握し、被災者に情報提供
・住居が全壊した世帯等に対して最大３００万円の
被災者生活再建支援金を支給
・住宅を失った方のため、災害公営住宅の整備

・孤立防止等のための見守り、日常生活上の相談支援、心のケア等
・専用の消費者相談ダイヤルの周知を図るとともに、架空請求対策を実施

（４）災害救助
 応急救助

 自衛隊の活動

・避難所の設置、飲料水供給、応急仮設住宅の供与、住宅の応急修理等（一部再掲）
・災害援護資金の貸付け、災害弔慰金の支給

・自衛隊の災害派遣活動等を通じ、がれき処理、防疫、
入浴、給水支援等の実施

・宿泊料金等の低廉化（１人１泊当たり最大6,000円）を支援し、今夏より、被災地域の
観光需要を迅速に喚起
・ＳＮＳやメディア等を通じ、正確な被災地情報等を発信

・雇用調整助成金の受給要件の緩和、助成率引上げ
（中小企業2/3→4/5、大企業1/2→2/3）等
・雇用保険の失業手当について、災害による事業所の休業
で賃金を受け取れない場合等にも支給

１．基本方針

 被災地の生活・生業の再建に向け、緊急に対応すべき施策を取りまとめ、速やかに予備費等で対応を進めていく。今後も、本パッケージに基づ
き、被災者の安心感を確保し、被災自治体が財源に不安なく安心して復旧・復興に取り組めるよう、随時、予備費等の措置を講じていく。

 地域ごとの災害の特性を踏まえたきめ細かな災害応急復旧を早急に進めていくとともに、被災した中小企業等が事業継続に向けて予見性と希
望をもって取り組めるよう、被災地における地域経済の再生に向けた寄り添い型の支援を迅速に実施する。

２．緊急対応策

（３）災害応急復旧
 災害復旧事業の迅速化

 河川の浚渫、樹木の撤去、岩・土砂等への対応

・被災自治体の災害査定に要する業務、期間等を縮減する等、公共土木施設等、
水道施設、学校・社会教育施設、医療・福祉施設等の災害復旧事業を迅速に実施

・国管理河川改修等を迅速に行い、県管理河川も、国が積極的
に技術的支援を行いつつ、防災・安全交付金等を活用して支援
・二次災害の懸念のある岩・土砂の応急対策を早急に実施

 中小企業・小規模事業者の支援等（「寄り添い型支援」の創設）

 農林漁業者の支援（営農維持・一日も早い経営再開）

・グループ補助金：被害を受けた中小企業等グループが復興事業計画を作成し、認定を
受けた場合に施設等の復旧費用を補助（最大3/4）。事業者負担分は無利子融資
・持続化補助金：個社への補助上限額を50万円から最大200万円に引上げ。機械・車両
購入・店舗改装、再開時の広告宣伝まで幅広く補助（2/3）。事業者負担分（1/3）も支援
・日本公庫の低利融資枠の拡大による資金繰り支援や商店街補助金等を措置

・共同集出荷施設・農業用ハウス・機械の再建、農薬・肥料の購入等の支援
・農地・農業用施設等の農林漁業関係施設の早期復旧
・果樹の植替（かんきつ：23万円/10a等）、未収益期間の支援（22万円/10a）
・農業用ため池の緊急点検・応急整備

（２）生業の再建

平成30年７月豪雨
被災者生活支援チーム

図－１　平成 30 年７月豪雨 生活・生業再建支援パッケージ（平成 30 年８月２日政府被災者支援チーム決定）概要

	

【機密性２】
まちなかに堆積した土砂等の撤去

○ まちなかに廃棄物やがれきとともに大量の土砂が堆積。
○ 国土交通省と環境省が連携して、市町村が一括撤去できるスキームを構築し、堆積した廃棄物、

がれき、土砂の迅速な撤去を促進し、被災者の方々の生活や生業の早期再建につなげる。

まちなかに堆積したがれき、土砂を迅速に撤去する

新たなスキーム
「平成30年７月豪雨 生活・生業再建支援パッケージ」

(平成30年８月２日 平成30年７月豪雨被災者生活支援チーム決定)

 被害の大きい地区で工程表作成
 国交省等のリエゾンによる技術支援
 手続きの簡素化や自治体の実質的な負担軽減
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広島県
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海田町

熊野町
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坂町

平成30年度一般会計
予備費 6.61億円

府中町

■予備費配分地区

あ さ き た く くちたみなみ

広島市安佐北区 口田南地区

区地名町市
予備費使用額
（百万円）

広島市 安佐北区口田南（あさきたくくちたみなみ） ３１８

呉市
天応西条（てんのうさいじょう）

２４８
安浦中央（やすうらちゅうおう）

三原市
船木（本郷）（ふなき（ほんごう））

９
木原（きはら）

９）みすわか（角川町野熊

５）ねう（畝町田海

５）ちまんほ（町本町中府

坂町
坂西（さかにし）

６８
小屋浦（こやうら）

１６６計合

（１）生活の再建
 廃棄物、がれき、土砂の処理

・廃棄物、がれき、土砂の処理や被災した廃棄物処理施設の復旧に対し
市町村等への的確な財政支援

・まちなかの廃棄物、がれき、土砂を市町村が一括撤去できる制度構築
被災者自らが廃棄物、がれき、土砂を撤去した場合の費用を事後請求で
きるよう、運用上の取扱いを明確化

「平成30年７月豪雨 生活・生業再建支援パッケージ」の概要

他の市町村や地区も、準備が整い次第、順次配分。

図－２　平成 30 年度予備費（平成 30 年８月３日閣議決定）における堆積土砂排除事業の活用
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